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イベント イベント

平常時
検査普
及週間

平常時
検査普
及週間

平常時
検査普
及週間

検査普及週間 平常時
検査普
及週間

平常時
検査普
及週間

平常時
検査普
及週間

検査普及週間

1 北海道 ● ● ○ ● ● 68 旭川市 ○ ●
2 青森県 ○ ● ○ 69 函館市 ○ ○ ●
3 岩手県 ○ ● ○ ● ● 70 青森市 ○
4 宮城県 ● ○ ● 71 盛岡市 ○ ●
5 秋田県 ○ ○ ● ● 72 秋田市 ○ ● ○ ●
6 山形県 ● ○ ● 73 郡山市 ○ ○ ● ○ ● ●
7 福島県 ○ ○ 74 いわき市 ○ ● ○ ●
8 茨城県 ○ ○ ● 75 宇都宮市 ○ ● ○
9 栃木県 ● ○ ● ● 76 前橋市 ○ ●
10 群馬県 ○ ● ○ ● ● 77 高崎市 ○ ● ●
11 埼玉県 ○ 78 川越市 ○ ● ○
12 千葉県 ○ ○ ● ○ ● ● 79 船橋市 ○ ○ ●
13 東京都 ○ ● ○ ● ○ ● ● 80 柏市 ○ ○ ● ○ ●
14 神奈川県 ● ○ ● ○ ● 81 横須賀市 ○ ○ ○
15 新潟県 ○ ● ○ ● ● 82 富山市 ● ● ○
16 富山県 ● ● ○ ● 83 金沢市 ○ ○ ● ● ●
17 石川県 ○ ● ○ ● ● 84 長野市 ○ ● ○ ● ○ ● ●
18 福井県 ○ ● ● ○ 85 岐阜市 ○ ● ○ ●
19 山梨県 ○ ● ○ ● 86 豊田市 ○ ○
20 長野県 ○ ● 87 岡崎市 ○ ● ○ ● ●
21 岐阜県 ○ ○ 88 豊橋市 ○ ● ● ○ ●
22 静岡県 ○ ○ ○ ● 89 大津市 ○ ●
23 愛知県 ○ ● ○ 90 豊中市 ●
24 三重県 ○ ● ○ ● 91 高槻市 ○ ○ ●
25 滋賀県 ○ ● ● 92 東大阪市 ● ●
26 京都府 ○ ● ○ ● ● 93 姫路市 ○ ○ ● ○ ●
27 大阪府 ○ ○ ○ ● ● 94 西宮市 ○ ● ○ ● ●
28 兵庫県 ● ○ ○ ● 95 尼崎市 ●
29 奈良県 ○ ● ● ○ ● ● 96 奈良市 ● ● ○ ●
30 和歌山県 ○ ● ● ○ ● 97 和歌山市 ○ ● ● ●
31 鳥取県 ● ● ○ 98 倉敷市 ○ ● ○ ●
32 島根県 ● ● ○ ● 99 福山市 ○ ● ○ ● ●
33 岡山県 ● ○ ● 100 下関市 ○ ● ●
34 広島県 ● ● ○ ● ● 101 高松市 ○
35 山口県 ○ ○ ● 102 松山市 ○ ○ ●
36 徳島県 ○ ● ○ ● ● 103 高知市 ○ ●
37 香川県 ● ● ○ ● 104 久留米市 ● ● ●
38 愛媛県 ● ● ○ ● ● 105 長崎市 ● ○ ●
39 高知県 ○ ● ○ 106 大分市 ○ ● ○ ●
40 福岡県 ● ● ○ ● ● 107 宮崎市 ○ ● ○
41 佐賀県 ○ ● ○ ● 108 鹿児島市 ○ ● ○ ● ●
42 長崎県 ○ ● ○ ● 109 那覇市 ○ ○ ● ●
43 熊本県 ○ ● ○ ● ● 110 小樽市 ○ ●
44 大分県 ● ● ○ ● ● 111 八王子市 ○ ●
45 宮崎県 ○ ● ○ ● 112 町田市 ●
46 鹿児島県 ● ● ○ 113 藤沢市 ● ○ ●
47 沖縄県 ○ ● ○ ● ● 114 四日市市 ○ ●
48 札幌市 ○ ○ ○ ● 115 呉市 ● ○ ●
49 仙台市 ○ ○ ○ ● 116 大牟田市 ● ●
50 さいたま市 ○ ○ ○ ● 117 佐世保市 ○ ● ○
51 千葉市 ○ ○ ● ○ ● 118 千代田区 ○ ● ●
52 川崎市 ○ ○ ● 119 中央区 ●
53 横浜市 ○ ○ ○ 120 港区 ● ○ ● ●
54 相模原市 ● ○ ○ 121 新宿区 ○ ●
55 新潟市 ○ ○ ○ ● ● 122 文京区 ○
56 静岡市 ○ ● ○ ○ ● ● 123 台東区 ○ ●
57 浜松市 ○ ○ ● ○ ● 124 墨田区 ○
58 名古屋市 ○ ○ ○ 125 江東区 ● ●
59 京都市 ○ ○ ○ ● 126 品川区 ○ ○
60 大阪市 ○ ○ ○ ● 127 目黒区 ●
61 堺市 ○ ● ○ ○ ● 128 大田区
62 神戸市 ○ ○ ○ 129 世田谷区 ○ ●
63 岡山市 ○ 130 渋谷区 ●
64 広島市 ○ ○ ● 131 中野区 ○ ● ○ ●
65 福岡市 ○ ○ ○ ● 132 杉並区 ○ ○
66 北九州市 ● 133 豊島区 ○
67 熊本市 ○ ○ ● ○ ● ● 134 北区 ○

135 荒川区
136 板橋区 ●
137 練馬区 ○

○…平常から実施している自治体（25年度開始予定を含む。） 138 足立区 ○
●…検査普及週間に実施を強化する自治体 139 葛飾区 ○

140 江戸川区 ○
夜間検査…保健所閉所（17：00）以降に実施する検査
休日検査…土日・休日に実施する検査 75 54 37 45 115 58 78
迅速検査…迅速検査キットを使用し、即日で結果の分かる検査 53.6 38.6 26.4 32.1 82.1 41.4 56

計
割合（％）

平成25年度HIV検査普及週間における検査・相談体制　（平成25年５月７日現在）

夜間検査 休日検査 迅速検査 夜間検査 休日検査 迅速検査
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平常時 エイズデー 平常時 エイズデー 平常時 エイズデー 平常時 エイズデー 平常時 エイズデー 平常時 エイズデー

1 北海道 〇 ● 〇 ● ○ 68 旭川市 〇 〇 ● 〇 ● ○
2 青森県 〇 〇 ○ 69 函館市 〇 〇 ○
3 岩手県 〇 ● ● 〇 ● ○ 70 青森市 〇 ○
4 宮城県 ● ● 〇 ● ○ 71 盛岡市 ● 〇 ● ○
5 秋田県 〇 〇 ● ○ 72 秋田市 〇 ● ● 〇 ● ○
6 山形県 ● 〇 ● ○ 73 郡山市 〇 〇 〇 ○
7 福島県 〇 〇 ○ 74 いわき市 〇 ● 〇 ● ○
8 茨城県 〇 ● 〇 ● ○ 75 宇都宮市 〇 ● 〇 ○
9 栃木県 ● 〇 ● ○ 76 前橋市 〇 ● ○
10 群馬県 〇 ● 〇 ● ○ 77 高崎市 〇 ● ○
11 埼玉県 〇 ● 〇 ● 〇 ● ○ 78 川越市 〇 ● 〇 ●
12 千葉県 〇 ● 〇 ● ○ 79 船橋市 〇 ● 〇 ● ○
13 東京都 〇 ● 〇 ● 〇 ● ○ 80 柏市 〇 〇 ● 〇 ● ○
14 神奈川県 ● 〇 〇 ● ○ 81 横須賀市 〇 ● ● ○
15 新潟県 〇 〇 ○ 82 富山市 ● ● 〇 ● ○
16 富山県 ● ● 〇 ● ○ 83 金沢市 〇 〇 ● ● ○
17 石川県 〇 ● 〇 ● ○ 84 長野市 〇 ● ● 〇 ● ○
18 福井県 〇 ● ● 〇 ● ○ 85 岐阜市 〇 〇 ○
19 山梨県 〇 ● 〇 ● ○ 86 豊田市 〇 〇 ○
20 長野県 〇 ● ● 〇 ● ○ 87 岡崎市 〇 ● 〇 ●
21 岐阜県 〇 ● 〇 ● ○ 88 豊橋市 ● ● 〇 ● ○
22 静岡県 〇 ● 〇 ○ 89 大津市 〇 ○
23 愛知県 〇 ● 〇 ● ○ 90 豊中市 ● ○
24 三重県 〇 ● 〇 ● ○ 91 高槻市 ● ● ○
25 滋賀県 〇 ● ○ 92 東大阪市 ● ● ○
26 京都府 〇 ● 〇 ● ○ 93 姫路市 〇 ● 〇 ● ○
27 大阪府 〇 ● 〇 ● 〇 ● ○ 94 西宮市 ● ● ○
28 兵庫県 ● 〇 ● ○ 95 尼崎市 ○
29 奈良県 ● ● 〇 ● ○ 96 奈良市 ● ● 〇 ● ○
30 和歌山県 〇 ● ● 〇 ● ○ 97 和歌山市 〇 ● ● ○
31 鳥取県 ● ● 〇 ● ○ 98 倉敷市 〇 ● 〇 ● 〇 ● ○
32 島根県 ● ● 〇 ● ○ 99 福山市 〇 ● 〇 ● ○
33 岡山県 ● 〇 ● ○ 100 下関市 〇 ● ○
34 広島県 ● ● 〇 ● ○ 101 高松市 〇 ● ○
35 山口県 〇 ● ● 〇 ● ○ 102 松山市 〇 ● ● ○
36 徳島県 〇 ● ● 〇 ● ○ 103 高知市 〇 ● ○
37 香川県 ● ● 〇 ● ○ 104 久留米市 ● ● ○
38 愛媛県 ● ● 〇 ● ○ 105 長崎市 ● ● 〇 ● ○
39 高知県 〇 ● 〇 ○ 106 大分市 〇 ● 〇 ● ○
40 福岡県 ● ● 〇 ● ○ 107 宮崎市 〇 〇 ○
41 佐賀県 〇 ● ● 〇 ● ○ 108 鹿児島市 〇 ● 〇 ○
42 長崎県 〇 ● 〇 〇 ○ 109 那覇市 〇 ● 〇 ●
43 熊本県 〇 ● 〇 ● ○ 110 小樽市 〇 ●
44 大分県 ● ● 〇 ● ○ 111 八王子市 〇 ●
45 宮崎県 〇 ● 〇 ● ○ 112 町田市 ●
46 鹿児島県 ● ● 〇 ● ○ 113 藤沢市 ● 〇 ●
47 沖縄県 〇 ● ● 〇 ● ○ 114 四日市市 〇 ● ○
48 札幌市 〇 〇 ● 〇 ● ○ 115 呉市 ● 〇 ● ○
49 仙台市 116 大牟田市 ● 〇 ● ○
50 さいたま市 〇 ● 〇 ○ 117 佐世保市 〇 ● ● 〇 ● ○
51 千葉市 〇 ● 〇 ○ 118 千代田区 ● 〇 ● ○
52 川崎市 ● 〇 〇 ● 119 中央区 ● ○
53 横浜市 〇 ● 〇 〇 ○ 120 港区 ● 〇 ● ● ○
54 相模原市 ● 〇 〇 ● ○ 121 新宿区 ● ○
55 新潟市 〇 〇 ● 〇 ● ○ 122 文京区 〇 ○
56 静岡市 〇 ● 〇 ● ○ 123 台東区 〇 ○
57 浜松市 〇 ● ● ○ 124 墨田区 ● ○
58 名古屋市 〇 〇 〇 ○ 125 江東区 ● ●
59 京都市 〇 ● 〇 〇 ● ○ 126 品川区 ○
60 大阪市 〇 ● 〇 〇 ● ○ 127 目黒区 ○
61 堺市 〇 ● 〇 〇 ○ 128 大田区 ○
62 神戸市 〇 〇 〇 ○ 129 世田谷区 ● ○
63 岡山市 〇 ● ○ 130 渋谷区 ● ● ○
64 広島市 〇 ● 〇 ● ○ 131 中野区 〇 〇 ○
65 福岡市 〇 〇 ● 〇 ● ○ 132 杉並区 〇 〇 ○
66 北九州市 ● 〇 133 豊島区 ● ● ○
67 熊本市 〇 〇 ● 〇 ● ○ 134 北区 〇 ○

135 荒川区
136 板橋区 ○
137 練馬区 〇 ○

○…平常から実施している自治体 138 足立区
●…世界エイズデー前後に実施、又は実施を強化する自治体 139 葛飾区 〇 ○

140 江戸川区 〇 ○
夜間検査…保健所閉所（17：00）以降に実施する検査
休日検査…土日・休日に実施する検査 72 69 28 66 108 93 127
迅速検査…迅速検査キットを使用し、即日で結果の分かる検査 51.4 49.3 20.0 47.1 77.1 66.4 90.7割合（％）

平成25年度「世界エイズデー」前後における検査・相談体制　　（平成25年10月29日現在）

夜間検査 休日検査 迅速検査 エイズデーに
関連したイベ
ント等の取組

夜間検査 休日検査 迅速検査
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平成２６年２月１日現在

（選定済は４７県、６０か所）

ブロック 拠点数 都道府県名 中核拠点病院名 

1 北海道 19 北 海 道 独立行政法人労働者健康福祉機構釧路労災病院　　

2 東北 4 青 森 県 青森県立中央病院

3 42か所 4 岩 手 県 岩手医科大学附属病院

4 7 宮 城 県 独立行政法人国立病院機構仙台医療センター

5 4 秋 田 県 大館市立総合病院

6 9 山 形 県 山形県立中央病院

7 14 福 島 県 公立大学法人福島県立医科大学附属病院

8 関東・ 10 茨 城 県 筑波大学附属病院

9 甲信越 10 栃 木 県
①自治医科大学附属病院　②栃木県済生会宇都宮病院
③獨協医科大学病院

10 122か所 4 群 馬 県 群馬大学医学部附属病院

11 6 埼 玉 県 独立行政法人国立病院機構東埼玉病院

12 10 千 葉 県 千葉大学医学部附属病院

13 42 東 京 都 ①慶應義塾大学病院　②東京慈恵会医科大学附属病院 ③都立駒込病院

14 17 神 奈 川 県 公立大学法人横浜市立大学附属病院

15 6 新 潟 県 新潟大学医歯学総合病院

16 9 山 梨 県 山梨県立中央病院

17 8 長 野 県 長野県立須坂病院

18 北陸 2 富 山 県 富山県立中央病院

19 14か所 8 石 川 県 石川県立中央病院

20 4 福 井 県 福井大学医学部附属病院

21 東海 8 岐 阜 県 国立大学法人岐阜大学医学部附属病院

22 48か所 23 静 岡 県
①浜松医療センター　②静岡県立こども病院
③静岡市立静岡病院　④沼津市立病院

23 13 愛 知 県
①独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター
②名古屋大学医学部付属病院

24 4 三 重 県 国立大学法人三重大学医学部附属病院

25 近畿 4 滋 賀 県 国立大学法人滋賀医科大学医学部附属病院

26 45か所 10 京 都 府 京都大学医学部附属病院

27 16 大 阪 府
①大阪市立総合医療センター　②大阪府立急性期・総合医療センター
③市立堺病院

28 11 兵 庫 県 兵庫医科大学病院

29 2 奈 良 県 公立大学法人奈良県立医科大学付属病院

30 2 和 歌 山 県 和歌山県立医科大学附属病院

31 中国・ 3 鳥 取 県 国立大学法人鳥取大学医学部附属病院

32 四国 5 島 根 県 国立大学法人島根大学医学部附属病院

33 62か所 10 岡 山 県 川崎医科大学付属病院

34 5 広 島 県 ①県立広島病院　②広島市立広島市民病院

35 5 山 口 県
①独立行政法人国立病院機構関門医療センター
②山口大学医学部附属病院

36 6 徳 島 県 ①徳島大学病院　②徳島県立中央病院

37 5 香 川 県 国立大学法人香川大学医学部附属病院

38 18 愛 媛 県 愛媛大学医学部附属病院

39 5 高 知 県 高知大学医学部附属病院

40 九州 7 福 岡 県 産業医科大学病院

41 32か所 2 佐 賀 県 佐賀大学医学部付属病院

42 3 長 崎 県 長崎大学病院

43 3 熊 本 県 熊本大学医学部附属病院

44 5 大 分 県 大分大学医学部付属病院

45 3 宮 崎 県 県立宮崎病院

46 6 鹿 児 島 県 鹿児島大学病院

47 3 沖 縄 県 琉球大学医学部附属病院

計 384

太字：ブロック拠点病院　網掛：ブロック拠点病院所在都道府県　

中核拠点病院選定状況
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エイズ予防情報ネット（http://api-net.jfap.or.jp/）に掲載される主なマニュアル・ガイドライン

厚生労働科学研究費補助金エイズ対策研究事業による
マニュアル・ガイドライン

作成

抗ＨＩＶ治療ガイドライン
平成23年度厚生労働科学研究費補助金
エイズ対策研究事業「ＨＩＶ感染症及びそ
の合併症の課題を克服する研究」班

HIV 母子感染予防対策マニュアル

平成23年度厚生労働科学研究費補助金
エイズ対策研究事業「HIV 感染妊婦とそ
の出生児の調査・解析および診療・支援
体制の整備に関する総合的研究」班

ＨＩＶ感染症の歯科治療マニュアル
平成16年度厚生労働科学研究費補助金
エイズ対策研究事業「HIV 感染症の医療
体制の整備に関する研究」班

血液製剤によるHIV/HCV重複感染患者に対する肝移植の診
療ガイドライン

平成21年度厚生労働科学研究費補助金
エイズ対策研究事業「HIV/HCV重複感染
患者に対する肝移植のための組織構築
に関する研究」班

社会福祉施設で働くみなさんへ
　　ＨＩＶ／エイズの正しい知識　～知ることから始めよう～

平成23年度厚生労働科学研究費補助金
エイズ対策研究事業「ＨＩＶ感染症及びそ
の合併症の課題を克服する研究」班

在宅医療を支えるみんなに知ってほしいこと
平成23年度厚生労働科学研究費補助金
エイズ対策研究事業「ＨＩＶ感染症及びそ
の合併症の課題を克服する研究」班

エイズ治療・研究開発センター（ＡＣＣ）によるマニュアル・ガイドライン 作成

医療事故後のHIV 感染防止のための予防服用マニュアル

国立国際医療センター病院 エイズ治療・
研究開発センター（ＡＣＣ）
（http://www.acc.go.jp/doctor/eventSup
port.html）

【参考】学会等によるマニュアル・ガイドライン 作成

HIV 感染患者透析医療ガイドライン
日本透析医会・日本透析医学会
（http://www.jsdt.or.jp/info/1084.html）

インヒビター保有先天性血友病患者に対する治療ガイドライン
日本血栓止血学会
（http://www.jsth.org/committee/guidelin
e.html）

※上記以外のマニュアル・ガイドラインについても、適宜参照の上、活用されたい。

HIV診療等に関するマニュアル・ガイドラインについて
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ハンセン病問題の解決の促進に関する法律概要

趣 旨

国の隔離政策によりハンセン病患者であった者等が受けた被害の回復については、平成１３年
６月の「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律」の制定により、一定
の解決が図られている。しかし、未だ未解決の問題も残されており、とりわけ、ハンセン病患者
であった者等が地域社会から孤立することなく、良好かつ平穏な生活を営むことができるように
するための基盤整備は喫緊の課題であり、また、ハンセン病患者であった者等に対する偏見と差
別のない社会の実現に向けて、真摯に取り組んでいかなければならない。
そこで、ハンセン病患者であった者等の福祉の増進、名誉の回復等に関し現在もなお存在する
問題（ハンセン病問題）の解決の促進に関し、基本理念等を定めるとともに、ハンセン病問題の
解決の促進に関し必要な事項を定めるものとする。

基本理念等

１ ハンセン病問題に関する施策は、ハンセン病患者であった者等が受けた身体及び財産に係る
被害その他社会生活全般にわたる被害に照らし、その被害を可能な限り回復することを旨とし
て行われなければならない。
２ ハンセン病問題に関する施策を講ずるに当たっては、国立ハンセン病療養所等の入所者が、
その生活環境が地域社会から孤立することなく、安心して豊かな生活を営むことができるよう
に配慮されなければならない。
３ 何人も、ハンセン病患者であった者等に対して、差別することその他の権利利益を侵害する
行為をしてはならない。
４ 国は、ハンセン病問題に関する施策の策定及び実施に当たっては、ハンセン病患者であった
者等その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。

施 策

○国立ハンセン病療養所等における療養及 ○社会復帰の支援及び社会生活の援助
・国立ハンセン病療養所等からの退所希望者へび生活の保障

・国立ハンセン病療養所等における療養の確保 の退所準備金の支給

・国立ハンセン病療養所への再入所・新規入所の ・退所者給与金及び非入所者給与金の支給

保障 ・国立ハンセン病療養所等及び一般の医療機関

・国立ハンセン病療養所における生活の保障 における退所者及び非入所者に対する医療体

①意思に反する退所、転所の禁止 制の整備

②医療・介護体制の整備 ・相談体制の整備

③地域開放

○名誉回復及び死没者の追悼 ○親族に対する援護
・国立のハンセン病資料館の設置、歴史的建造物 ・国立ハンセン病療養所の入所者の親族で、当該

の保存等ハンセン病及びハンセン病対策の歴史 入所者が入所したことによって生計が困難な状

に関する正しい知識の普及啓発等 態にあるものへの援護の実施

・死没者の追悼のための必要な措置

そ の 他

・ この法律は、平成２１年４月１日から施行する。
・ らい予防法の廃止に関する法律の廃止その他関係法律の整理を行う。
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ハンセン病療養所入所者数

（平成２５年５月１日現在）

施　設　名 入所者数 所　　　在　　　地 電話番号

総　数 1,986名 （１４カ所）

（国立療養所） （１３カ所）

松 丘 保 養 園 113名 青森県青森市大字石江字平山１９ 017-788-0145

東 北 新 生 園 99名 宮城県登米市迫町新田字上葉ノ木沢１ 0228-38-2121

栗 生 楽 泉 園 107名 群馬県吾妻郡草津町大字草津乙６４７ 0279-88-3030

多 磨 全 生 園 232名 東京都東村山市青葉町４－１－１ 042-395-1101

駿 河 療 養 所 71名 静岡県御殿場市神山１９１５ 0550-87-1711

長 島 愛 生 園 267名 岡山県瀬戸内市邑久町虫明６５３９ 0869-25-0321

邑 久 光 明 園 155名 岡山県瀬戸内市邑久町虫明６２５３ 0869-25-0011

大 島 青 松 園 82名 香川県高松市庵治町６０３４－１ 087-871-3131

菊 池 恵 楓 園 338名 熊本県合志市栄３７９６ 096-248-1131

星 塚 敬 愛 園 181名 鹿児島県鹿屋市星塚町４２０４ 0994-49-2500

奄 美 和 光 園 41名 鹿児島県奄美市名瀬和光町１７００ 0997-52-6311

沖 縄 愛 楽 園 215名 沖縄県名護市字済井出１１９２ 0980-52-8331

宮 古 南 静 園 78名 沖縄県宮古島市平良字島尻８８８ 0980-72-5321

計 1,979名

（私立療養所） （１カ所）

神 山 復 生 病 院 7名 静岡県御殿場市神山１０９ 0550-87-0004

計 7名

※平均年齢

    国立１３園　８２．６歳  （平成２５年５月１日現在）

    私立　神山　８４．１歳（平成２５年５月１日現在）
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ハンセン病問題に関する最近の動向

平成１３年
５月１１日 ハンセン病国家賠償訴訟熊本地裁判決
５月２３日 政府として控訴しないことを決定
５月２５日 内閣総理大臣談話発表

・新たな補償を立法措置により講じる
・退所者給与金、ハンセン病資料館の充実、名誉回復のための啓発事
業などの施策の実現に努める

・患者・元患者と厚生労働省との間の協議の場を設ける政府声明発表
・除斥期間や立法不作為に係る法的責任についての判断において判決
に問題があることを当事者である政府の立場として明確化

６月 ７日 衆議院「ハンセン病問題に関する決議」採択
６月 ８日 参議院「ハンセン病問題に関する決議」採択
６月１２日 「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律」衆

議院にて可決
６月１５日 「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律」参

議院にて可決、成立
６月２２日 「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律」

（平成１３年法律第６３号）公布、施行
６月２９日 第１回ハンセン病問題対策協議会（その後、７月１６日、７月２６日、

１１月１６日及び１２月２５日に開催）
・社会復帰（退所者給与金等）、謝罪・名誉回復、在園保障、検証会
議等について、患者・元患者と協議（座長 桝屋副大臣）

７月２３日 和解に関する基本合意書調印（入所者・退所者原告）
７月２７日 遺族原告及び入所歴なき原告についての和解に関する所見を熊本地裁が

発表
９月１１日 政府として遺族原告及び入所歴なき原告について判決を求める旨を表明

１０月 ５日 全国ハンセン病問題対策主管課長会議
１２月 ７日 遺族原告及び入所歴なき原告についての和解に関する所見を熊本地裁が

再度発表（訴訟は、同日結審）
１２月１８日 遺族原告及び入所歴なき原告についての和解に関する所見（１２月７日

の補充）を熊本地裁が発表
１２月２５日 第５回ハンセン病問題対策協議会「ハンセン病問題対策協議会における

確認事項」について合意

平成１４年
１月２８日 和解に関する基本合意書調印（遺族・非入所者原告）
４月 １日 国立ハンセン病療養所等退所者給与金事業スタート

国立ハンセン病療養所等死没者改葬費事業スタート

平成１５年
４月２５日 社会復帰支援事業要綱の改正を実施

平成１６年
３月２９日 平成１５年度ハンセン病問題対策協議会「非入所者給与金（仮称）」制

度創設向け協議を進めることを確認
４月 １日 社会生活支援一時金事業スタート
４月１４日 「平成１５年度ハンセン病問題対策協議会における確認事項」について

合意
８月２５日 「平成１６年度ハンセン病問題対策協議会」開催
９月２７日 「平成１６年度ハンセン病問題対策協議会における確認事項」について

合意
１２月１５日 「平成１６年度ハンセン病問題対策協議会（続会）」開催

平成１７年
１月２０日 「平成１６年度ハンセン病問題対策協議会における確認事項」について
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合意
３月２７日 ハンセン病問題に関する検証会議最終報告書提出
４月 １日 国立ハンセン病療養所等非入所者給与金事業スタート
９月３０日 「平成１７年度ハンセン病問題対策協議会」開催

１０月２５日 韓国ハンセン病補償法訴訟東京地裁判決（国勝訴：原告は翌日控訴）
１１月 ８日 政府として台湾ハンセン病補償法訴訟については控訴することとし、同

日付で控訴することとは別に国外の療養所の元入所者への対応につい
て検討する旨の厚生労働大臣談話を発表

平成１８年
１月３１日 「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律の一

部を改正する法律」衆議院にて可決
２月 ３日 「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律の一

部を改正する法律」参議院にて可決、成立
２月１０日 「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律の一

部を改正する法律（平成１８年法律第２号）公布、施行に伴い、戦前
の国外の療養所の元入所者への補償金支給を決定

３月２９日 第１回ハンセン病問題に関する検証会議の提言に基づく再発防止検討会
開催

６月２１日 「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律」に
基づく国内対象者の申請期限が終了

８月２３日 「平成１８年度ハンセン病問題対策協議会」開催

平成１９年
３月２６日 「平成１８年度ハンセン病問題対策協議会における確認事項」について

合意
３月３１日 国立ハンセン病資料館再開館式
４月 １日 国立ハンセン病資料館再開館
８月２２日 「平成１９年度ハンセン病問題対策協議会」開催

１１月１９日 第１回ハンセン病資料館等運営企画検討会開催

平成２０年
３月２１日 第２回ハンセン病資料館等運営企画検討会開催
３月２６日 「平成１９年度ハンセン病問題対策協議会における確認事項｣について

合意
６月 ６日 「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」衆議院にて可決
６月１１日 「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」参議院で可決、成立
６月１８日 「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」（平成２０年法律第８２

号）
１２月 ５日 第３回ハンセン病資料館等運営企画検討会開催
１２月２６日 「平成２０年度ハンセン病問題対策協議会における確認事項｣について

合意

平成２１年
３月１１日 第４回ハンセン病資料館等運営企画検討会開催
４月 １日 ハンセン病問題の解決の促進に関する法律施行
６月２２日 らい予防法による被害者の名誉回復及び追悼の日の実施
６月２２日 「平成２１年度ハンセン病問題対策協議会」開催

１０月２０日 第５回ハンセン病資料館等運営企画検討会開催

平成２２年
１月１３日 「平成２１年度ハンセン病問題対策協議会における確認事項」について

合意
５月２１日 第６回ハンセン病資料館等運営企画検討会開催
６月２２日 らい予防法による被害者の名誉回復及び追悼の日の実施
６月２２日 「平成２２年度ハンセン病問題対策協議会」開催
９月 ９日 「平成２２年度ハンセン病問題対策協議会回答の会」開催
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平成２３年
２月 ９日 「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律」に

基づく国外対象者の申請期限が終了
３月１１日 「平成２２年度ハンセン病問題対策協議会における確認事項」について

合意
５月２７日 第７回ハンセン病資料館等運営企画検討会開催
６月２２日 らい予防法による被害者の名誉回復及び追悼の日の実施
６月２２日 「らい予防法による被害者の名誉回復及び追悼の碑」建立
６月２２日 「平成２３年度ハンセン病問題対策協議会」開催
９月 １日 「平成２３年度ハンセン病問題対策協議会における確認事項」について

合意

平成２４年
５月２３日 第８回ハンセン病資料館等運営企画検討会開催
６月２２日 らい予防法による被害者の名誉回復及び追悼の日の実施
６月２２日 「平成２４年度ハンセン病問題対策協議会」開催

１０月 １日 「平成２４年度ハンセン病問題対策協議会における確認事項」について
合意

平成２５年
５月１６日 第９回ハンセン病資料館等運営企画検討会開催
６月２１日 らい予防法による被害者の名誉回復及び追悼の日の実施
６月２１日 「平成２５年度ハンセン病問題対策協議会」開催

国立ハンセン病資料館設立２０周年記念事業６月２５日
１０月１１日 「平成２５年度ハンセン病問題対策協議会における確認事項」について

合意
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退所者給与金及び改葬費について

これらの制度を創設する経緯

退所者給与金については、平成１３年５月の「ハンセン病問題内閣総理大

臣談話」において言及されている「退所者給与金」について、原告・弁護団

と協議を行い、平成１４年度から制度を実施することとしたものである。

また、改葬費については、遺族原告との和解の基本合意書において、遺族

に死没者の遺骨の引取りを勧めていることを踏まえ、平成１４年度から制度

を実施することとしたものである。

退所者給与金

○ 支給目的

ハンセン病療養所退所者の福祉の増進を目的とする。

○ 支給対象者

・既退所者

ハンセン病療養所の入所経験があり、平成１４年４月１日前に既

にハンセン病療養所を退所している者。

・新規退所者

平成１４年４月１日以後、ハンセン病療養所を退所した者。

○ 支給額

生活類型に応じて支給額を設定。

新規退所者 既退所者

２６４，１００円 １７６，１００円退所者が１人の世帯の支給額

４２２，６００円 ２８１，６００円退所者が２人の世帯の合計支給額

、 、 ， 。※別途 退所者が非退所者を扶養する世帯においては １６ ０００円を加算

○ 所得制限

支給額は、前年の所得が退所者給与金年間支給額より多いとき、以下

の額を控除する。

（前年所得 － 退所者給与金年間支給額）÷２

※退所者給与金の支給要綱については、少なくとも２年ごとに見直す。

改葬費

○ 支給目的

ハンセン病療養所で死没した方に対する追悼の意を表することを目的

とする。

○ 支給対象者及び支給額

、 、ハンセン病療養所に収蔵されている焼骨を その遺族が改葬したとき

その遺族に対して、死没者１人につき５万円を支給する。
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非入所者給与金について

１ 制度の趣旨

厚生労働省は、統一交渉団との平成１６年４月１４日付の「平成１５年度ハンセン病

問題対策協議会における確認事項」を踏まえ、裁判上の和解が成立した入所歴のないハ

ンセン病元患者に対し、平穏で安定した平均的水準の社会生活を営むことができるよう

に、平成１７年度にハンセン病療養所非入所者給与金制度を創設した。

２ 対象者

裁判上の和解が成立した入所歴のないハンセン病元患者

３ 給付額

基準額を、月額48,010円とし、以下の通り段階的に給付する。

（１）段階的給付について

・市町村民税非課税の者 月63,840円（基準額の33％増）

・前年の課税所得が75万円未満の者 月48,010円（基準額）

・前年の課税所得が75万円以上135万円未満の者 一部支給停止

・前年の課税所得が135万円以上の者 不支給

但し、配偶者又は一親等の直系尊属を扶養するときは、月額13,370円を加算して給

付する。

（２）生活保護相当者の取扱い

生活保護相当の者に対しては、上記にかかわらず、生活保護相当額に基準額を加算

した額を給付。その給付の実施は 「国立ハンセン病療養所等家族生活援護委託費」、

の「援護費」の枠組みを準用する。
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○　らい予防法違憲国家賠償請求訴訟判決者数（Ｈ１３．５．１１熊本地裁）

判決を受けた原告 　１２７名

○　国立ハンセン病療養所入所者等補償金支給者数

総数 ４，１１１名

 　うち 入所者 ２，６２３名

退所者 １，４８８名

（韓国：５７１名、台湾：２９名、旧南洋庁：１名含む）

○　らい予防法違憲国家賠償請求訴訟和解者数

総数 ７，５３９名

 　うち 入・退所者 ２，１４３名

遺族 ５，２５０名

非入所者 　１４６名

○　ハンセン病療養所退所者給与金支給決定者数

総数 １，２０２名

 　うち 既退所者 １，０７６名

新規退所者 １２６名

○　ハンセン病療養所非入所者給与金支給決定者数

総数 ７９名

＊「らい予防法違憲国家賠償請求訴訟判決者数」以外はすべて平成26年1月末現在である。

　  ハンセン病患者・元患者に対する補償等統計資料
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